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みなさんに大洲市の財政をよりわかりやすく知っていただく
ために「おおずしのよさん」を作成いたしました。

全国的には景気は回復していると言われているものの、
地域経済にはなかなかその状況が現れておりません。
そのような中、大洲市では「活力ある地域を創るためには

何をすればいいのか」ということを常に考えながら、経費全
般での節減合理化に努め、市民サービスの維持向上を
図っております。

行財政改革の実施やみなさんのご協力もあって、大洲
市の財政状況は低迷期を脱出しつつあります。
これからも、一緒によりよい大洲市をつくっていきましょう。

この「おおずしのよさん」が、みなさんと大洲市をつなぐ大
きな架け橋となれば幸いです。

大洲市長 清水 裕

～新たなる挑戦のまちづくり～

～協働のまちづくり～

～変革のまちづくり～
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（単位：千円）
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工 業 用 水 道 42,603 71,734 
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特別会計　計 13,561,276 13,221,167 340,109 2.6 
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平 成 ２ ６ 年 度 当 初 予 算
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一般会計
245億9,000万円

（対前年度当初比 1.2％増）

福祉、医療、教育や、道路・公園の整

備など基礎的な行政サービスを行う会

計で、市税は主にこの一般会計に使わ

れています。

特別会計
135億6,127万6千円

（対前年度当初比 2.6％増）

特定の事業を特定の収入によって行い、その収支

を明確にするために一般会計から独立させた会計

です。大洲市には14の特別会計があります。

国民健康保険

国民健康保険診療所

後期高齢者医療

介護保険(保険勘定)

(サービス勘定)

簡易水道事業

港湾施設事業

土地取得造成

土地区画整理事業

住宅新築資金等貸付事業

農業集落排水事業

公共下水道事業

駐車場事業

温泉事業

商業集積施設管理

6,388,678

92,499

612,446

4,980,997

40,243

268,798

8,037

157,519

26,357

9,842

34,030

906,910

22,017

9,724

3,179

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

公営企業会計
67億7,093万6千円

（対前年度当初比 16.0％増）

民間企業と同じように、事業で収益

をあげて運営されている会計です。

大洲市には水道、工業用水道、病院

の３つの公営企業会計があります。

水道

工業用水道
病院

1,803,687

42,603
4,924,646

千円

千円
千円

当初予算額の推移
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（単位：億円）
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（単位：千円）
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交通安全対策特別交付金 8,000 9,000 △ 1,000 △ 11.1 
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一 般 会 計 の 歳 入
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自主財源と依存財源の推移

自主財源

6,587,034

26.8%

依存財源

18,002,966

73.2%

市税

4,192,942

17.1%

分担金及び負担金

603,194

2.5%

使用料及び手数料

343,002

1.4%

繰越金

800,000

3.3%

その他

647,896

2.5%

地方交付税

10,621,164

43.2%

譲与税・交付金等

1,007,000

4.1%

国庫支出金

2,233,162

9.1%

県支出金

1,486,967

6.0%

市債

2,654,673

10.8%

（単位：千円）

【自主財源】市が自主的に収入できる財源

□市税…………………みなさんから市に納めていただく税金
□分担金及び負担金…市が行う事業などにより、特に利益を受ける人から徴収するお金

（保育料や老人ホームの負担金など）
□使用料及び手数料…公共施設の使用料や住民票の交付手数料など
□繰越金………………前年度から繰越したお金

【依存財源】国や県の意思決定に基づき収入される財源

■地方交付税…………全国の市町村によって生じている税収入の格差を是正し、一定の行政水準を

保つために国から交付されるお金
■譲与税・交付金等…国税や県税のうち一定の基準によって各市町村に譲与(交付)されるお金

■国庫(県)支出金……道路や建物の整備などに必要なお金の一部として国(県)から交付されるお金
■市債…………………国や金融機関などから借り入れるお金

※なお、臨時財政対策債は、国の地方交付税の財源不足を補てんするもの

として各自治体が借り入れるお金で、その償還費用は後年度の地方交付税
で措置されます。

68.6 68.1 62.8 61.2 61.9 62.9
自主財源

65.9

167.8 166.4 176.2 191.1 187.1 180.2
依存財源

180.0
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50

100

150

200

250

300

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

（単位；億円）

49.6%

33.0%

7.2%

7.4%

2.8% 0.0%

市債のうち

臨時財政対策債

901,373

3.7％

個人市民税

法人市民税

固定資産税

軽自動車税 入湯税

たばこ税
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（単位：千円）

（単位：千円）

増減額
（Ａ）－（Ｂ）

3.6 

0 

当初予算額
（Ｂ）

100.0 

232,458 

12.5 

0.3 0.3 

10.5 

2.0 

△ 469,097 

9.8 

増減額
（Ａ）－（Ｂ）構成比

（％）

443,855 

1.0 

13.7 13.3 

7.3 

△ 31.3 

△ 17.9 

0.0 

3.7 

△ 0.3 

増減率
（％）

△ 12,002 △ 5.2 

平成２６年度

構成比
（％）

平成２５年度

当初予算額
（Ａ）

総 務 費 3,680,952 3,237,097 

0.9 

15.0 

議 会 費 220,456 

民 生 費 8,135,897 7,407,193 728,704 33.1 30.5 

衛 生 費 2,340,734 2,347,399 △ 6,665 9.5 9.6 

商 工 費 35,037 

労 働 費 70,000 70,000 

農 林 水 産 業 費 893,385 898,244 

477,858 2.1 

6.2 

土 木 費 2,581,991 2,267,438 314,553 

消 防 費 1,028,439 1,497,536 

△ 2,554 0.1 

8.2 

3,371,959 

7,500 7,500 

0.1 

0 

13.9 

0.0 

△ 4,859 

9.3 

△ 0.5 

公 債 費

平成２６年度

構成比
（％）

平成２５年度

構成比
（％）

合 計 100.0 

13.9 

教 育 費 2,022,579 2,462,243 

△ 167,092 

当初予算額
（Ａ）

当初予算額
（Ｂ）

19.0 

予 備 費 30,521 

3,064,651 △ 307,308 

0.0 0.0 

512,895 

10.1 

4.2 

8.3 

18.1 

16.4 15.4 

△ 439,664 

△ 9.1 

増減率
（％）

△ 7.7 

1.2 

33,075 

災 害 復 旧 費

282,608 

1.4 1.1 

14.0 

4,445,617 4,612,709 

24,590,000 24,310,000 280,000 

維 持 補 修 費 333,998 274,842 59,156 

人 件 費 △ 3.6 

物 件 費 4,041,387 3,733,225 308,162 

補 助 費 等 2,664,189 2,865,223 △ 201,034 △ 7.0 

14.9 

10.8 11.8 

扶 助 費 3,675,388 

普 通 建 設 事 業 費 3,383,558 3,096,636 

災 害 復 旧 費 7,500 7,500 

13.8 

0.0 

積 立 金 5,853 4,673 1,180 25.3 

12.5 

0.0 

13.9 公 債 費

0.0 

3,064,457 

0 300 

18,260 11.4 11.4 

△ 300 

3,371,765 △ 307,308 

貸 付 金 146,500 144,500 2,000 1.4 

0.0 

0.6 

0.0 

0.6 

出 資 金

そ の 他 30,521 33,075 

繰 出 金 2,791,032 2,772,772 

0.1 

合 計 24,590,000 24,310,000 280,000 100.0 100.0 

0.7 

△ 7.7 △ 2,554 0.1 

皆減

0.0 0.0 0 

△ 9.1 

12.7 9.3 286,922 

8.3 

21.5 

3,392,780 

1.2 

一 般 会 計 の 歳 出
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総務費

3,680,952

15.0%

民生費

8,135,897

33.1%

衛生費

2,340,734

9.5%

農林水産業費

893,385

3.6%

商工費

512,895

2.1%

土木費

2,581,991

10.5%

消防費

1,028,439

4.2%

教育費

2,022,579

8.2%

公債費

3,064,651

12.5%

その他

328,477

1.3%

歳出総額
24,590,000千円

（単位：千円）

義務的経費

11,185,462

45.5%

投資的経費

3,391,058

13.8%

その他の経費

10,013,480

40.7%

人件費

4,445,617

18.1%

扶助費

3,675,388

14.9%

公債費

3,064,457

12.5%普通建設事業費

3,383,558

13.8%

災害復旧費

7,500

0.0%

物件費

4,041,387

16.4%

繰出金

2,791,032

11.4%

補助費等

2,664,189

10.8%

維持補修費

333,998

1.4%

その他

182,874

0.7%

（単位：千円）

●総務費…………行政活動の管理運営や企

画調整のため

●民生費…………福祉サービスのため

●衛生費…………健康づくりや環境衛生の
ため

●農林水産業費…農業や林業、水産業振興
のため

●商工費…………観光や産業振興のため

●土木費…………道路や公園などの整備の
ため

●消防費…………消防や防災のため

●教育費…………学校教育や生涯学習、ス
ポーツ振興などのため

●公債費…………市債(借金)の返済のため

【義務的経費】 支払が義務的なもの

○人件費……………議員の報酬や職員の

給料
○扶助費……………児童手当や乳幼児､

重度心身障害者の医
療費など

○公債費……………市債(借金)の返済金

【投資的経費】 資本形成につながるもの
○普通建設事業費…道路や公園、学校な

ど公共施設の建設費

○災害復旧費………災害により被災した
施設の復旧費

【その他の経費】
○物件費……………消耗品や旅費、公共

施設の運営費など
○繰出金……………特別会計への支出金
○補助費等…………各種団体などへの補

助金や組合への負担
金など

○維持補修費………道路や施設の修繕費

性質別（どんなものに？）

目的別（何のために？）
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55,322

22,035

43,336

65,664

7,037

78,869

174,321

50,153

19,142

10,989

そ の 他 の 財 政 情 報

基金(預金)残高の推移

4.1 8.1
12.1

20.1
30.2

財政調整基金

30.2

3.5
3.5

5.5

10.5

10.5
減債基金

10.5

27.4 21.8

23.6

25.0

27.3

その他

35.9

35.0 33.4

41.2

55.6

68.0

76.6

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

H20 H21 H22 H23 H24 H25見込

（単位：億円）

基金とは大洲市の預金のことです。

財政調整基金とは不測の財源不足に備えるた

め、減債基金は市債(借金)の返済に充てるた

め、その他の基金とは特定の事業を行うために

積立てているお金です。
平成25年度には公共施設等の維持・修繕・更

新に備えた基金の積立てを行いました。今後、
公民館や保育所の建て替えや耐震化、その他修
繕工事の財源として活用していきます。

今年度の当初予算を人口（平成26年3月31日現在 46,672人）で割った金額

市役所の管理や戸籍、税の事務に係る経費

学校教育や生涯学習､スポーツ振興に係る経費

消防や防災対策に係る経費

道路や公園などの整備、管理に係る経費

商工業や観光の振興に係る経費

農林業や水産業の振興に係る経費

健康づくりや環境衛生に係る経費

福祉サービスに係る経費

道路や学校、公園などの公共施設整備に要した借入金の返済に係る経費

使 い み ち金 額（円）
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市債(借金)残高の推移

468.8

438.8
422.6

409.7 401.5
388.1
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0

100

200

300

400

500

H20 H21 H22 H23 H24 H25見込

（単位：億円）

一般会計

市債とは、学校や道路などを整備するために

国や金融機関から借り入れるお金です。
平成18年度までは500億円(１人あたり100万

円)を超えていた市債も、計画的な借入れや繰上
償還を実施することで徐々に減少しています。
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義務的経費

111.9

33.7 25.9 28.1 37.7 39.9 31.0
投資的経費
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その他の経費
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扶助費
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公債費
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当初予算を歳出の性質別で見

てみると･･･

投資的経費やその他の経費は、その
年度に行われる事業や景気動向によっ
て大きく増加したり反対に減少したり
することがありますが、義務的経費は
支払が義務付けられている経常的な経
費です。
そのため、年度によって大きく増減

するものではありませんが、少しずつ
減少しています。

義務的経費の内訳を見てみる

と･･･

人件費や公債費は行財政改革などに

より減少しているのに対し、扶助費は

少子高齢化の進行等により増加してい

ます。

扶助費は子育て支援対策費や介護
サービス給付費などの福祉サービスに
使われるお金であるため、行財政改革
などでも単純に削減できるものではあ
りません。

義務的経費＝支払が義務付けられている経費

171.6
158.7

151.8 144.1 特別会計

企業会計

135.6

138.6
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市道小貝恋木立山線(改良)

市道矢の口線(改良)

市道河向刈又線(改良)
市道須沢・込ノ奥線(改良)

市道新川線(改良)

市道平野線(改良)

市道小貝恋木立山線(改良)

市道本村大平線(改良)

市道天貢線(改良)

市道藤縄長浜線(舗装)

地図で見る平成２６年度の主な建設事業

市道下須戒・出石寺線(舗装)

市道長浜・戒川線(改良)

市道池富高森線(改良)

市道河向１号線(舗装)

市道藤ノ川線(改良)

市道阿蔵高山支線(舗装)

市道幸田２号線(改良)

長浜港港湾(改修)

庁舎別館(改築)

林道松尾寺尾線(改良)

城山公園整備

大洲総合運動公園整備

清和園(改築)

長浜観光拠点整備

肱川減災対策
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市道日の平大成線(改良)

市道怒田野尾口正山線(改良)

市道奥滝山師走野線(改良)

市道大貸小蕨線(改良)

市道石の内三杯谷線(舗装)

市道大宮町線(改良)

市道康申堂藤野原線(改良)

市道熊の坂坂本線(舗装)

市道粟島坊屋敷線(改良)

市道国木長崎線(舗装)

市道百ヶ市風ヶ峠線(舗装)
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大洲市主要施策にそって、平成２６年度の主な事業を説明します。（ …新規・拡充事業） 

 
 
 
 

公共下水道の維持管理と整備の推進 下水道課 

 事業費 ９億６９１万円

 
施設の整備 
施設の管理 
人件費や事務費等 
借入金の返済等 
 

３億１，８１６万円

１億１，９５３万円

４，３２２万円

４億２，６００万円

生活環境の改善や河川などの水質保全、快適で潤いのある生活環境の実現に向けて、引き続き肱

南・肱北地区の公共下水道の整備と水洗化率の向上に取り組みます。 
 

省資源の推進 保険環境課・総務課・環境センター 

 事業費 １，９７５万円

住宅用太陽光発電システム設

置費補助金 
庁舎 LED 照明化工事 
環境センターLED 改修工事 

１，２００万円

４０３万円

３７２万円

地球温暖化防止を推進し、環境保全意識を高めるために、自然エネルギー利用を積極的に支援して

います。また、省エネルギー対策として公共施設の照明器具を LED に取り換えます。 
 

生活衛生対策の推進 保険環境課 

 事業費 ８億８，０７７万円

ごみ収集委託料等 
ごみ袋作成経費等 
不燃物埋立地の管理費 
廃乾電池の処理経費 
環境センター運営経費 
大洲喜多衛生事務組合負担金 

２億６，８７６万円

２，８５３万円

７１０万円

２７５万円

３億９，７８７万円

１億７，５７６万円

企業、行政が一体となり、ごみの削減や資源の有効利用を引き続き進めます。また、内山衛生事務

組合の解散に伴い、今年度より大洲市全域の可燃ごみを大洲市環境センターで処理することとなった

ため、より一層施設の効率的な管理・運営に努めます。 

Ⅰ 自然きらめくまちづくり 
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学校施設・設備の整備 教育総務課 

 事業費 ３億１，２２３万円

扇風機設置経費 
プールなどの施設改修事業 
校舎などの改修事業 

学校で使用する備品購入費 
教育用パソコン管理経費 
スクールバス運行経費 

６４８万円

４，９０８万円

３，０００万円

２，２６１万円

７，７５４万円

１億２，６５２万円

施設の改修・修繕や、必要な備品等の購入を行うことにより、学習環境の改善に努めます。 
 

小学校統廃合計画の推進 教育総務課・学校教育課 

 事業費 １，０２２万円

 
スクールバス購入費 
メンタルサポーター設置経費 
統廃合関係経費 
閉校施設活用事業 
 

６３２万円

２４０万円

１３４万円

１６万円

小学校の統廃合に伴い、スクールバス１台を購入します。また、統合校に通う児童の心のケアに努

めるため、メンタルサポーターを大洲・菅田・肱川小学校に設置します。そのほか、閉校した施設の

活用方法について検討します。 
 

スポーツ活動の推進 文化スポーツ課・国体準備課 

 事業費 １，７３６万円

市民運動会経費 
体育協会補助金 
天皇賜杯第 6 9 回全日本軟式野球大会開催地負担金 
第 24 回世界少年野球大会愛媛大会開催地負担金 
スポーツ推進委員報酬 
第 72 回国民体育大会推進事業 

４９７万円

４５４万円

５０万円

６３万円

１１０万円

５６２万円

市民の交流を図るため、市民運動会や市民参加のスポーツを実施し、体力の向上と健康の増進に努

めるとともに、コミュニティづくりを推進します。２０１７年「えひめ国体」において市内で開催さ

れる・カヌー・ソフトボール・ソフトテニス競技等の準備を行います。 
 

Ⅱ 文化きらめくまちづくり 
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公民館の機能の充実と施設の整備 生涯学習課  

 事業費 ３億９，５０８万円

＜公民館＞ 
２億６，２７１万円

１，１１０万円

４，９２８万円

４，６８７万円

７２６万円

１，２４６万円

５４０万円

職員人件費、嘱託職員賃金 
日直・清掃業務委託料 
施設管理経費 
施設改修費・備品購入費 
公民館活動補助金 
館長・運営審議会委員報酬 
各種学級講座経費 

市民が気軽に利用できる生涯学習の拠点施設として、施設の維持・管理運営と情報提供に努めます。

 

図書館・博物館の機能の充実と活用 図書館・博物館 

 事業費 ９，５９１万円

＜図書館＞ 
１，２９８万円

１４４万円

５，９０５万円

２２５万円

８２万円

５４１万円

１，３９６万円

図書購入費等 
読書推進事業経費 
施設管理経費等 

＜博物館＞ 
資料収集整理経費 

特別展「如法寺」開催経費 

博物館所蔵資料管理システム導入経費 
施設管理経費等 

学習機会を提供し、自主的な学習活動を支援することにより、幅広い世代が学べる環境づくりを推

進します。 
 

文化財保護の推進 生涯学習課 

 事業費 １，５５７万円

 大洲城発掘調査出土遺物整理業務委託料  
「如法寺仏殿」保存修理事業補助金等  
如法寺標識設置工事 
指定文化財保護事業補助金 
旧末永家住宅（百帖座敷）修繕工事  
 

１５０万円

６２１万円

１８３万円

５００万円

１０３万円

市民の共有財産である文化財を保護し後世に伝承していくため、指定・登録文化財の保存・改修事

業や、発掘調査を行います。 

 

Ⅱ 文化きらめくまちづくり 
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地域医療体制の充実 保険環境課 

 事業費 ４，７７８万円

休日夜間急患センター運営経費 
病院群輪番制病院運営事業負担金  
救急医療対策費補助金  
小児在宅当番医運営事業負担金 
産科医等確保支援事業補助金 
循環器系救急病院運営事業補助金 
在宅医療推進事業補助金 

２，１１３万円

９４５万円

８６９万円

１２２万円

１５６万円

１５９万円

４１４万円

休日夜間急患センターの運営を支援し、二次救急医療を担う病院の負担を軽減します。また、二次

救急病院の運営を支援することにより、地域医療体制の維持を図ります。 
 

健康づくりの推進 保健センター 

  事業費 １億５，８６９万円

妊婦乳児一般健診事業費  

がん検診等委託料 

子宮頸がん予防ワクチン接種委託料 

ヒブワクチン接種委託料 

小児用肺炎球菌ワクチン接種委託料 

その他の予防接種委託料 

３，５６７万円

４，３０４万円

４６１万円

７７６万円

７３５千円

６，０２６千円

結核予防法及び予防接種法に基づく感染症予防を実施するとともに、昨年度に引き続き、子宮頸が

ん予防・ヒブ・小児用肺炎球菌ワクチン接種を行います。 
 

子育て支援の充実 社会福祉課・保険環境課 

  事業費 ２２億６，５４４万円

保育所関係経費 
児童手当支給事業 
児童扶養手当支給事業 
私立保育所などへの委託料等  

子ども医療費助成等 
放課後児童健全育成事業 
母子家庭医療費助成等 
保育所建設事業 
子ども･子育て事業計画策定業務委託料 
ファミリーサポートセンター事業 

９億２，８５２万円

６億９，５７９万円

２億３，８５４万円

１億８，３１７万円

１億１６７万円

５，０３５万円

４，００５万円

２，１１０万円

３７０万円

２５５万円

これからの地域を担う子どもたちが健やかに育ち、安心して子育てができる地域を目指し、多様化

するニーズに対応するため、延長保育、学童保育などの事業を行い、子育て支援の充実に努めます。

Ⅲ 安心きらめくまちづくり 

14



 
 
 
 
 

障がい者福祉の充実 社会福祉課・保険環境課

  事業費 １１億５，５４４万円

介護給付・訓練等給付事業 
自立支援医療等給付事業 
重度心身障害者医療費助成事業  
特別障害者手当等支給事業 
障がい者相談支援事業 
社会参加促進事業等 

８億１，３０３万円

６，９４３万円

１億６，９３２万円

２，６９７万円

１，３５１万円

６，３１８万円

障がいのある人もない人も共に暮らす社会（ノーマライゼーション）の実現に向け、介護サービス

や就労支援を行うとともに医療費助成や相談支援など、障がい者が住みなれた地域で自立し安心して

暮らせるよう障がい者施策の充実に努めます。 
 

高齢者福祉の充実 高齢福祉課 

 事業費 ４８億８，８３７万円

介護サービス等保険給付費 
介護予防等地域支援事業 
高齢者デイサービス事業 
緊急通報装置貸与事業 
老人ホーム入所措置事業 
外出支援サービス事業 

４７億７，０３２万円

８，９６８万円

３８０万円

５３０万円

１，４１３万円

５１４万円

高齢者が住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるよう、介護予防に重点的に取り組む等介

護・福祉サービスの充実を図ります。平成２４年度から２６年度までの第５期市介護保険事業計画で

は、特定施設入居者生活介護やグループホーム等の施設整備を推進します。 
  

後期高齢者医療対策 保険環境課・保健センター 

 

事業費 １２億７２０万円

後期高齢者医療療養給付費負担金 
後期高齢者医療保険料納付金 
保険料軽減市負担金 
人件費や事務費等 
健康診査事業経費 
 

６億２，１３９万円

３億５，４０９万円

１億８，０９５万円

４，４３３万円

６４４万円

７５歳以上の方および６５歳から７４歳の方で一定の障がいがある方を対象に、県後期高齢者医療

広域連合が主体となって行う医療給付事業に必要な経費です。また、対象者の福祉の向上と医療費負

担の軽減を図るため、健康診査を実施します。 
 
 
 

Ⅲ 安心きらめくまちづくり 
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農業の振興 農林水産課 

 事業費 １億２８５万円

 

強い農業づくり補助金（柑橘選果

施設改修等補助金） 
新規就農総合支援事業 
果樹栽培振興対策事業補助金 
Ｉ・Ｊターン定住促進支援事業補助金 
 

６，９９０万円

３，０１２万円

１８７万円

９６万円

安全・安心な農産物の生産と農業文化の維持、自然や農村環境の保全のために、意欲ある担い手と

生産組織の育成を図るとともに、農地利用の促進と生産基盤・生産環境の整備を図ります。 
 

林業の振興 農林水産課・農山漁村整備課

 事業費 １億３，３９５万円

乾しいたけ食のモデル地域育成事業負担金  
有害鳥獣対策事業 
椎茸生産振興事業補助金 
間伐材等出荷促進対策事業費補助金 

森林整備地域活動支援事業 

林道新設・維持修繕事業 
森林づくり木造住宅建築促進事業費補助金  

１９４万円

４，６２４万円

３，０８０万円

２，０００万円

６１０万円

２，１３７万円

７５０万円

良質な大洲産椎茸の生産拡大・販売を推進するとともに、林道・作業道などの基盤整備や間伐・保

育施業などの計画的な育林をはじめ、南予産材による木造住宅の建築を推進し、林業の活性化を図り

ます。また、イノシシなどの有害鳥獣対策を行い、農林作物の被害軽減を図ります。 
 

水産業の振興 農林水産課・農山漁村整備課・長浜支所地域振興課

 事業費 ９０６万円

水産施設管理経費 
肱川漁業協同組合補助金 

水産振興補助金 
出海漁港浚渫工事 

漁港施設修繕工事 

 

２２９万円

１３０万円

７０万円

３４８万円

１２９万円

つくり育てる漁業を推進するため、稚魚の放流事業を助成するとともに、漁港施設の整備や維持管

理を行います。 
 

Ⅳ 活力きらめくまちづくり 

16



 
 
 
 
 

産業の振興 商工産業課 

 事業費 ２，１０４万円

産業フェスタ開催事業補助金 
大洲ブランド創出事業 
地域力活用新事業補助金 
地域特産品開発事業 
地産多消推進事業補助金 
 

４７５万円

４２９万円

５００万円

５００万円

２００万円

大洲ええモンセレクション認定制度により、市内で製造または加工される商品のブランド化を図

り、農林水産品とともに販路を開拓します。また、Ｏ級ご当地グルメコンテストを開催し、食に関す

る魅力をＰＲします。そのほか、農林水産物の地産地消の推進活動を支援し、大洲産品の認知度向上

と消費拡大を図ります。 
 

観光の振興 観光まちづくり課 

 事業費 ２，８９２万円

ＪＲ四国観光列車受入事業 

うかい観光活性化事業 

観光資源開発・観光商品化事業 

修学旅行商品開発・普及事業 

大洲城１０周年記念事業 

 

５５１万円

１，０２６万円

９０９万円

１２８万円

２７８万円

現在の観光資源を掘りおこしながら、時代のニーズに合った事業を展開し、観光産業の推進を図り

ます。今年度は、ＪＲ四国観光列車「伊予灘ものがたり」の運行予定にあわせ、グルメクーポン付き

散策マップ等を作成し、観光客の受入態勢を充実します。そのほか、「肱川あらし」の PR 用ガイドブ

ックや DVD を作成し、観光商品化につながるよう支援します。 
 

商工業の振興 商工産業課 

 事業費 １億３，５６４万円

企業誘致奨励金等 

企業誘致事業 

中小企業振興資金融資預託金 

中小企業振興資金利子補給金等 

商工振興補助金等 

３，０３０万円

２１８万円

７，０００万円

９０５万円

２，４１１万円

雇用拡大を図り、地域経済の発展と市民生活の向上を図るため、企業誘致活動を積極的に行います。

また、市内中小企業の事業活動を支援するため、融資の運用資金として市内金融機関に預託するとと

もに、融資資金利子の一部を助成します。 

Ⅳ 活力きらめくまちづくり 
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道路整備の推進 建設課 

 事業費 ７億６，０８６万円

交付金道路整備事業 
辺地対策事業 
過疎対策事業 
道路新設改良事業 
県工事負担金 

１億４，７００万円

２億５，７００万円

２億４，５００万円

７，２３０万円

３，９５６万円

都市機能の向上に向け広域交通網、地域間幹線道路の整備を促進するとともに、市道の幅員の狭い

区間や未舗装の区間についても、地域住民の利便性や安全性の向上を図るため、引き続き新設・改良・

舗装を行います。 
 

治水対策の推進 治水第１課・治水第２課

 

事業費 １億１，７９０万円

上老松土地区画整理事業 
山鳥坂ダム生活再建相談事業 
山鳥坂ダム関連地域振興整備事業  
肱川減災対策工事経費  
阿蔵高山用地敷地造成に伴う測量設計委託料等  
 

２，６３６万円

４６４万円

２，７２０万円

４，２３０万円

１，７４０万円

長浜町上老松（じょろまつ）地区において、引き続き区画整理事業を進め、良好な環境の市街地を

造成するとともに、治水安全度の向上を目指します。 
山鳥坂ダム事業においては、引き続き水没移転者の生活再建相談を実施し、水源地域の振興策とし

て、公共施設代替用地を整備するとともに、市道の維持修繕工事を行います。 
 

防災対策の推進 危機管理課 

 事業費 ３，３９４万円

 

防災行政無線の整備・管理経費 
家具転倒防止等推進事業 
地域防災計画等改訂経費 
青島風向風速計設置等工事費 
衛星携帯電話通話・購入経費 
津波・浸水避難路等整備事業費補助金  
自主防災活動支援事業補助金等 

１，３２８万円

３０５万円

４７３万円

１５２万円

１７８万円

６００万円

３５８万円

地震発生時の家具転倒による被害を防止するため、自力では家具転倒防止器具や飛散フィルムの取

付けが困難な高齢者・障がい者を対象に、取付けに係る費用の一部を助成します。そのほか、引き続

きデジタル防災行政無線施設や衛星携帯電話の整備、地域の自主防災組織に対する支援などを行い、

地域防災対策の充実・強化に努めます。 

Ⅴ 快適きらめくまちづくり 
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市民活動の活性化 企画調整課・観光まちづくり課

 事業費 ８，４５６万円

がんばるひと応援事業補助金 
自治会活動補助金 
小学校統廃合地域振興補助金 
地区区長会活動補助金 
うるおいの里づくり事業補助金 
 

２，５００万円

４，０２６万円

１，５６０万円

２７０万円

１００万円

希薄化しつつある地域コミュニティを維持・存続させていくために、区長会や自治会へ引き続き活

動補助を行うとともに、地域の特色や資産を活かして魅力ある地域づくりのためにがんばるひと（地

域・団体など）が実施する事業を応援します。 
 

交流事業の促進 観光まちづくり課・長浜支所地域振興課

 事業費 １，４４２万円

友好都市交流促進協議会負担金 
中学生海外派遣事業負担金 
ふれあい交流事業 
地域おこし協力隊事業 
 

１７２万円

５０９万円

４０万円

７２１万円

中学生を海外に派遣し、ホームステイなどを通じて異国の文化・歴史・生活習慣に触れることによ

り、国際性豊かな人づくりに努めます。また、友好都市との交流を促進し、地域に活力をもたらすと

ともに、市内の独身者に出会いの場を提供し、若者の定住化や少子化対策を図ります。 
今年度は、都市部から地域おこし協力隊員２人を受け入れ、長浜地域の活性化のために活動しても

らいます。 
 

人権尊重のまちづくり 人権啓発課 

 事業費 ９，１７３万円

大洲市人権教育協議会補助金 

愛媛県人権対策協議会大洲市連合会補助金 

人権啓発経費等 

隣保館耐震改修事業 

隣保館運営費等  

８７７万円

１，５３９万円

１，１５８万円

７４９万円

４，８５０万円

 すべての市民の人権が尊重され、生き生きと暮らせる社会の実現を目指し、家庭や学校、地域社会、

職場などあらゆる場を通じて、人権教育・人権啓発活動などを推進するとともに、相談体制の充実に

努めます。 

Ⅵ 人々きらめくまちづくり 
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健全化判断比率とは、地方公共団体の財政状
況を統一的な指標で明らかにし、財政の健全化
や再生が必要な場合に迅速な対応をとるため、
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」
に基づき算定される指標のことです。
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実質公債費比率とは…大洲市が自由に使えるお金(一般

財源)が市債の返済にどのくらい充てられているかを示す指

標です。

大洲市の平成24年度の実質公債費比率は15.0％と

なり、一般財源の15％が市債の返済に充てられていること

を示しています。

実質公債費比率は18％未満が望ましいとされているた

め、大洲市では平成18年度から公債費負担適正化計画を

策定し、平成24年度決算で実質公債費比率を18％未満とす

るよう取り組んできました。その結果、1年前倒しの平成

23年度決算において1８％未満になりました。

将 来 負 担 比 率

≪ 解 説 ≫

将来負担比率とは…大洲市が自由に使えるお金(一

般財源)に対して、負債がどのくらいあるかを示す指

標です。

大洲市の平成24年度の将来負担比率は79.1％
となり、一般財源とほぼ同額の負債があることを示し

ています。

将来負担比率は350％未満が望ましいとされてお

り、大洲市がその値に接近する心配はありません。

負債には各会計の市債残高のほか、一部事務組合へ

の負担見込みや退職手当の負担見込みなどがありま

す。
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